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研究成果の概要（和文）： 

朝日新聞を対象にした新聞報道のフレーミング分析を行った。記事の70％はポジティブにCCS

を捉えているものであった。CCSのリーケージ・リスクに関する記事はほぼ皆無であった。支配

的なフレーミングとしては「技術移転」、「革新的技術」、「大規模CO2削減技術」、「技術先

進国としての日本」が挙げられる。引用されていたアクターは、官僚や政府、産業アクターや研

究者が中心であり、環境NGOに関する引用はなかった。外国アクターとしては、アメリカやヨー

ロッパ、中国、インド、IEAとIPCCの国際機関に関する引用が多かった。 

研究成果の概要（英文）： 
A framing analysis on a Japanese newspaper was conducted. About up to 70% of the 
analyzed articles were positive about CCS and the dominant framing were: “technology 
transfer,” “revolutionary technology,” and “Japan as an advanced country.” 
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１．研究開始当初の背景 

近年、温暖化対策として炭素隔離技術（二
酸化炭素を液体化し、地中あるいは海中に
貯留しておく技術）が注目されてきている。
同技術には二酸化炭素を輸送、あるいは貯
留する際に、同物質が漏洩する危険性があ
り、その場合には、飲料水を含めた水資源、
海洋環境、地球温暖化の促進といった環境
への悪影響が懸念されている。さらに、同
技術を活用するためには、社会的受容性、
国内法制度、大規模なインフラストラクチ
ャー（輸送、貯留、モニタリング等）など、

非常に多くの問題領域との相互連関を考慮
しなければならないため、炭素隔離技術の
導入の是非を大きく左右するテクノロジー
アセスメントは、関連研究によって慎重に
構築し、実施しなければ炭素隔離技術を十
分に活用するための条件は整えられない。
しかし、そうした条件を整えるための研究
はほとんど行われていないのが現状である。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、市民のリスク認知に多大
な影響を与える日本のマスメディア報道に
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おいて、炭素隔離技術がどのように報道さ
れているのかを定性的、定量的に明らかに
することである。 

 

３．研究の方法 

(1) 新聞報道データベースを用いて、炭素

隔離技術を含めた地球温暖化の科学

技術に関する報道データを収集する。

新聞報道を主に扱う理由は、地球温

暖化問題に関する公衆理解はマスメ

ディア報道に大きく依存しているこ

と、また、新聞が環境問題に関する

一般市民の主要な情報源であり、ま

た、日本の一般市民からもっとも信

頼されている媒体だからである。炭

素隔離技術に関する政策文書や国会

議事録の関連資料の収集も行う。 

（最終年度では朝日新聞の分析が完

了し、他の新聞は現在進行中である） 

(2) 収集した言説データを用いて、炭素隔

離技術の言説に関する基礎的分析を

行う。分析内容としては、炭素隔離

技術を扱っている記事数、その時系列

的推移、炭素隔離技術を好意的・否定

的のどちらに捉えているのか、どのよう

な出来事が炭素隔離技術関連記事数

を増大させるのか、好意的・否定的な

記事の中でどのようなことが報道されて

いるのか、といった既存研究との比較

可能性を確保するための項目でなく、

引用されているアクターの種類と頻度、

その年次推移も分析対象とする。 

(3) 収集した新聞報道データを用いて、フレ

ーム分析を行う。フレームとは、アクタ

ーが炭素隔離技術をそもそもどのよう

な技術として捉え、どのような技術的・

社会的意味を付与するのかを規定する

準拠枠であり、マスメディア研究の主要

な方法論の一つである。本研究では、

フレームのさまざまな定義をレビューし

た上で、炭素隔離技術のマスメディア

報道を研究するための最適なフレーム

の定義を同定したうえで、それを収集し

たデータに適用し、日本社会で支配的

となっている炭素隔離技術のフレーム

を明らかにする。また、炭素隔離技術

は温暖化問題の文脈において議論さ

れているため、温暖化報道一般の文脈

についても留意する。 

(4) フレーム分析の結果に基づき、市民の

リスク認知に多大な影響を与える

「炭素隔離技術」像がどのように構

築されてきているのかを明らかにす

る。 
 
４．研究成果 
朝日新聞を対象にした新聞報道のフレーミ

ング分析を行った（他の新聞の言説データに

ついては継続中）。対象期間は1990年から2010

年である。コーディングを行ったのは主に次

の項目についてである：主要なトピックは何

か？；どのアクターが引用されているか？；

主要なフレーミング（CCSをポジティブに扱っ

ているのか、ネガティブに扱っているのか）

；CCSに関する主要な論点はカバーされている

かどうか。 
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図 朝日新聞におけるCCSを扱った記事数

の年次推移（作成：朝山慎一郎） 

 

対象期間では、基本的に記事数が10以下で

あったが、2008年の洞爺湖サミットの前後に

記事数が増加していった。主なトピックは以

下のとおりである。1990年から1997年までは

日本の技術開発がメイントピックである記事

が多かった。1998年から2005年までは日本と

外国で行われたCCSのパイロットプロジェク

ト（長岡やスライプナー・プロジェクト）が

中心となり、2006年以降は、日本の国内政策

や気候変動枠組条約のCCS交渉、IEAやIPCCな

どの国際機関の報告書が中心的なトピックで

あった。 

フレーミングに関しては、記事の70％はポ

ジティブにCCSを捉えているものであった。

CCSのリーケージ・リスクに関する記事はほぼ

皆無である一方で、CCSの技術移転に関しては

強く支持する記事があった。その他の支配的

なフレーミングとしては、「革新的技術とし

てのCCS」、「大規模CO2削減技術としてのCCS

」、「技術先進国としての日本」が挙げられ

る。引用されていたアクターは、官僚や政府

、産業アクターや研究者が中心であり、環境



 

 

NGOに関する引用はなかった。外国アクターと

しては、アメリカやヨーロッパ（特にノルウ

ェー）、中国、インド、IEAとIPCCの国際機関

に関する引用が多かった 

今後は、すでにデータを収集している他の

新聞記事や政策文書と併せてフレーミング分

析を行い、政策的含意を導くことが課題とな

るが、暫定的に導かれるとしては、日本のメ

ディアが政府の広告塔となっていること、日

本のメディアのCCSのフレーミングでは、一般

的に広くCCSに関する議論を促進させるのは

困難であることなどが指摘できる。今までに

多くのCCSの主快適需要に関する研究が行わ

れているが、新聞報道の内容は一方的にCCS

に好意的であるため、一般市民がバランスの

とれた情報を入手していない可能性が高く、

このような場合では、アンケートやフォーカ

スグループインタビューによるCCSの社会的

受容度を分析しようとしても出来ない可能性

が非常に高い。また、新聞報道の内容や新聞

と政策決定プロセスとの制度的側面を考慮す

ると、新聞報道が政策決定プロセスに与える

影響は小さいかもしれないが、逆に、政策決

定プロセスが新聞報道に大きな影響を与えて

いる可能性がある。 
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